
カンボジア「法・司法分野人材育成プロジェクト」の開始
―プロジェクトの計画・策定経緯を中心に―

ＪＩＣＡカンボジア長期派遣専門家
伊　藤　みずき

第１　はじめに
　２０２２年１１月１日、カンボジアにおいて、「法・司法分野人材育成プロジェク
ト」（英語名は ”Legal and Judicial Development Project Phase VI”、以下「当プロジェク
ト」という。）が開始された。当プロジェクトは、王立司法学院 1（Royal Academy for 

Judicial Professions、以下「ＲＡＪＰ」という。 ）の教育改善を目的とするプロジェク
トで、プロジェクト実施期間は２０２７年１０月３１日までの５年間の予定である。
　本稿では、これまで当プロジェクトがどのように計画・策定されてきたかという点を
中心に、当プロジェクトの概要等についてご紹介したい 2。

第２　計画・策定の経緯
１　課題の調査

⑴�　当プロジェクトの前フェーズである「民法・民事訴訟法運用改善プロジェクト」
は、２０１７年４月から２０２２年１０月までの間に実施された 3 ところ、その実
施期間中に、カンボジア司法省から、新たなフェーズの支援が要請され、特に、Ｒ
ＡＪＰに対する支援について強い要請があった。確かに、日本が起草を支援して成
立した民法・民事訴訟法の適用開始から約１０年が経過したが、カンボジアの裁判
官等の民事法に対する理解が十分に進んだとは言い難い状況であることは、ＪＩＣ
Ａ長期専門家をはじめとするカンボジアにおける法制度整備支援の現場の関係者内
の共通の認識であり、カンボジアからの前記のような要請を受けて、カンボジアに
おける具体的な課題の所在、それに対する支援の必要性やアプローチの方法などに
ついて、調査を行う必要性が高いと考えられた。
　そこで、２０２０年夏頃から、ＩＣＤが主体となり、主にＪＩＣＡ本部、長期専
門家と協力して調査を行い、プロジェクトの計画・策定を行った。

⑵�　調査に際しては、カンボジアの法制度整備支援に長年携わってこられた日本の大
学教授等の先生方から事前質問に回答いただく形で講義を賜り、また、カンボジア
において長期専門家として活動された経験のある日本の法曹等、ＲＡＪＰの教官を

1　裁判官・検察官養成校、執行官養成校、公証人養成校、書記官養成校から構成されるカンボジア司法省傘下の教育機
関である。最近の裁判官・検察官養成校の概況については、拙稿「裁判官・検察官養成校における法曹教育について（カ
ンボジア）」ＩＣＤ ＮＥＷＳ第９０号（２０２２年３月号）を参照されたい。

2　筆者は、２０２２年３月からカンボジア司法省に長期専門家として派遣され、赴任前には、法務省法務総合研究所国
際協力部（以下「ＩＣＤ」という。）の教官として当プロジェクトの計画・策定に携わった。

3　当初の予定では２０２２年３月末に終了予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大の影響等により、２０２２年
１０月末まで延長された。
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はじめとするカンボジアのベテラン裁判官、裁判官・検察官養成校（以下「ＲＳＪ
Ｐ」という。）修了後に任官したカンボジアの若手裁判官、日本に留学してカンボ
ジア及び日本両国での法学教育を受けた経験のあるカンボジアの若手法律家など、
２０名以上の方にインタビューに協力いただいた 4。その他、ＩＣＤにおいてＲＡＪ
Ｐとの間で、ＲＡＪＰ教官を含む裁判官を対象とするセミナーを実施した際の質疑
応答の状況や、過去のプロジェクトに関する資料等の文献等も参考にした。
　調査においては、裁判官の民事法に対する理解が十分とはいえない現状の背景

（課題）を探ることに重点を置いた。
⑶�　そのような調査検討を経て把握された課題については、以下のとおり、大学にお

ける教育、ＲＳＪＰにおける新規教育、任官後の裁判官教育（継続教育）の課題に
分けて整理することができる。
ア　大学における教育について

　大学における教育については、①研究を実施する環境が不十分であること（学
会や論文発表の場がほとんどなく、講義の対価以外に研究費が与えられないのが
通常であり、研究を行うことが難しい、参照できる文献が少ない）、②教育内容
が不十分であること（教員の質が担保されているとは言い難く、教育内容も教員
によって異なる）などが挙げられる。ただし、時間の制約上、大学教育の課題に
ついて詳細に調査を実施することができたわけではない。

イ　ＲＳＪＰにおける新規教育について
ア　教官の能力・教育内容について

　ＲＳＪＰにおける新規教育、すなわち、裁判官に任官することを目指す学
生 5 に対する教育の課題については、まず、教官の能力のレベルが均一でなく、
教官ごとに教育内容のレベルがまちまちであることが挙げられる。教官によっ
て法の理解度にばらつきがあることがうかがえた。教官自身からも、教育内容
や教育方法が教官ごとに異なり、どのように教えるべきか悩ましいという声が
聞かれた。
　また、教官の一部からは、条文の「解釈」の仕方が教官によって異なる場合
があり、統一的な見解を教えることができないという声があった。教官らが言
う「『解釈』」が統一的ではない」というのは、大きく２つの場面に分けられる
ように思う。すなわち、（ｉ）裁判官によっては、条文の基礎的理解が不足し
ていることによって誤った理解に基づき条文を適用することがある（そのため
裁判官によって判断が異なる）、という場面と、（ｉｉ）カンボジアにおいて判
例・学説の蓄積がされないために条文の定義や判断の枠組について統一的な見

4　新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、ＩＣＤが主体で行った調査活動は全てオンラインで実施した（２０２２
年５月に現地で実施された詳細計画策定調査では、ＪＩＣＡによる調査団にＩＣＤからも参加した。）。

5　ＲＳＪＰは、裁判官及び検察官の任官希望者の教育を対象としており、将来的に検察官に任官する可能性がある者も
同様に民事法教育を受けている。ただ、本調査においては、裁判官の民事法に対する理解が不十分であることの背景
を探ることが目的であったため、裁判官任官予定者への民事法教育という観点から課題を分析した。
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解が醸成されない、という場面があると思われる。前者の場面については、条
文の基礎的理解を固める教育がまだ十分ではないことの裏返しであると考えら
れる。そして、後者の場面について教官の発言から考えると、一部の教官は、

「全ての条文の定義や判断の枠組についてひとつの正解があり、それを学生に
教えるべきであるし、その正解を日本の専門家に教えてほしいのだ」という意
識を持っている可能性があるように思われた。しかし、条文の定義や判断の枠
組について、全てにひとつの正解があるわけではなく、法律実務家としては、
論理的に法律を理解・解釈し、結論を導くことができる能力を身に着ける必要
がある。仮に、前記のような考えを持っている教官がいるという見立てが正し
いとすると、そのような法律実務家としての能力を身に着けるための教育が重
要であるという意識を醸成した上、そのような教育が実施される必要があると
考えた。

イ　教材について
　統一的な教材がＲＳＪＰを対象とするプロジェクトの終了後は新たに作成さ
れていないことが挙げられる。２００５年１１月から２０１２年３月までの
間、ＲＳＪＰを支援対象として「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェ
クト（以下「ＲＳＪＰプロジェクト」という。）」が実施され、当時、教科書や
各種マニュアルが作成され、２０１２年４月から２０１７年３月まで実施され
た「民法・民事訴訟法普及プロジェクト」においても教科書が作成されたが、
その後、ＲＳＪＰにおいて新たな統一的な教材は作成されておらず、各教官が
個人的にレジュメを作成するにとどまっている。ＲＡＪＰ（ＲＳＪＰ含む。）
の教官は裁判官の業務を兼任しており、教官らが自ら統一的な教材を作成する
ための仕組みは存在しない。

ウ　専任教官について
　前記のとおり、ＲＡＪＰにおいて、専任教官が存在せず、教官らはいずれも
裁判官等の業務と並行して教官業務を行っている。そのため教官が多忙であ
り、しばしば休講が発生し、予定していたカリキュラムを終了させることがで
きず、学生の修了時期が延長される事態が発生している。

エ　カリキュラムについて
　カリキュラムは作成されているが、科目名、授業時間数及び担当教官名が記
載されたシンプルなもので、各科目の講義内容やスケジュールについては記載
されておらず、各教官に委ねられているようである。

ウ　継続教育について
　ＲＳＪＰは、新規教育のみならず、現役裁判官に対する継続教育の責務も担っ
ている。ＪＩＣＡをはじめ､ 国際ドナーによる単発のセミナーが実施されること
はあるが､ ＲＳＪＰが独自に継続教育を実施できているわけではない。ＲＳＪＰ
としても継続教育の実施の必要性は感じているが､ 学生に対する新規教育の実施
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にリソースを優先させており､ 実現できていない。
　また､ ＲＳＪＰ自体の教育の範疇からは外れるが､ 例えば日本においては､ 任
官後､ 実際の事件を担当する過程において先輩裁判官による若手裁判官の指導が
なされ､ いわゆるＯＪＴ（On the Job Training）によって若手裁判官の能力が育成
されるところ、カンボジアにおいては、年配の裁判官の中には、現行の民法・民
事訴訟法に対する理解が不十分で、旧法時代の理解に基づいて実務を行う場合が
あり、年配裁判官からの適切な指導が受けられない場合があるという話も聞かれ
た。

エ　ＲＳＪＰプロジェクトの成果の持続について
　以上が、ＲＳＪＰにおける教育の課題のおおまかな概要である。このように課
題は未だ多くあることが認められたが、他方、調査の過程で、過去のＲＳＪＰプ
ロジェクトの成果が今なお持続していることも認められた。課題の分析とは趣旨
が異なるが、調査の結果判明した重要な点であるため、ここでご紹介しておきた
い。
　例えば､ 現在ＲＡＪＰで教鞭をとり、ベテラン教官としてＲＡＪＰにおける教
育をリードしている裁判官教官たちは、過去のＲＳＪＰプロジェクトにおいて、
将来の教官候補生として育成された方々である。歴代の長期専門家から優秀な人
材として名前が挙げられていた裁判官たちが、最高裁判所の判事などとして現場
で活躍する傍ら、今なお教官としても後進の育成に励んでいる。また、ＲＳＪＰ
プロジェクトでは、カリキュラムを自ら作成し、持続的に改訂していく仕組みの
導入が支援されたが、現在でも、カリキュラムの見直し、改訂が継続的に行われ
ている。さらに、ＲＳＪＰプロジェクトでは、模擬裁判が導入され、カンボジア
側が自立的に行えるようになるための支援が行われたが、現在でも、ＲＳＪＰに
おいて模擬裁判がカリキュラムに組み込まれ、実施されている。
　法制度整備支援の成果は、その性質上、短期的にその成果を評価することは難
しい場合が多いが、ＲＳＪＰプロジェクト終了後約１０年が経過した時点での今
回の調査において、その成果が確実に実り、持続していることを明らかにするこ
とができたと言える。

⑷�　カンボジアの現状に関する調査・検討を経て、カンボジアの裁判官について、法
律（条文）を理解・解釈し、運用するための法律実務家としての基礎的能力を向上
させる必要があると考えた。
　そして、ＲＳＪＰは、裁判官任官前の学生に対する新規教育とともに、現役裁判
官の継続教育を担う教育機関であって、ＲＳＪＰの教育が改善されることが、裁判
官の能力向上には最も直接的で効果的なアプローチであり、それがカンボジア側の
ニーズとも合致しており適切であるという結論に至った（ただし、大学における法
学教育が重要であることは言うまでもなく、大学を直接の支援対象にすることはで
きないまでも、何らかの形で大学の関係者をプロジェクトに巻き込み、大学教育に
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も裨益するような方策が必要であるという点が、調査過程において指摘された。）。
　また、前記のとおり、教材、カリキュラム、教官自身の能力等に関する課題が挙
げられたが、将来的に、それらをカンボジア側が組織的かつ持続的に改良していけ
る体制を強化することが重要であると考えた。既に述べたような過去のＲＳＪＰプ
ロジェクトの成果を土台に、更に持続可能な教育体制を構築するための支援を実施
する必要性が高い。

⑸�　当プロジェクトの計画策定段階において検討した、法律実務家としての基礎的能
力とは、「法律（条文）を理解・解釈し、事案に適用するべき規範を定立し、事実
認定をし、その事実を規範（要件）に当てはめ、結論を導くことができる能力」と
言い換えることが可能である。
　ＲＳＪＰにおいて、そのような能力を持った実務家を養成するために、まずは教
官の育成が必要となるところ、調査検討の過程では、そのプロセスの重要性が指摘
された。
　すなわち、調査検討の過程の様々な場面で、法制度整備支援プロジェクトにおい
て、しばしば「目に見えない成果」よりも、「目に見える成果」に重きが置かれる
傾向にあるが、「目に見える成果」である成果物の完成自体だけではなく、それが
作成されたプロセス自体が重視されるべきであるという点が指摘された。これは、
例えばＲＳＪＰの支援においては、カリキュラムや教材という成果物の完成自体だ
けではなく、それらの作成にカンボジア側がどれほど主体的に関わり、それに伴っ
てどのような能力が向上したかというプロセスこそ重視するべきであるという視点
である 6。過去のプロジェクトを振り返っても、カンボジアの主体性確保と活動の
プロセスの重要性については常々課題として認識されており、当プロジェクトの計
画・策定段階でも、その点を意識する重要性を関係者間で共有した。

２　カンボジア側との協議
⑴�　前記のような調査検討と並行し 7、当プロジェクトの計画・策定段階においては、

司法大臣をはじめ、プロジェクトマネージャーとなる見込みであった司法長官らと
繰り返し協議を重ねた。調査検討を経て、過去のプロジェクトの教訓も踏まえ、カ
ンボジア側の主体性を高めるためには、プロジェクトのコンセプトやアウトライン
に関して、あらかじめカンボジアとの認識を十分に共有し、協働して作成すること
が極めて重要であることが日本側の共通認識であったことから、可能な限り協議を
重ねた。
　その中で、カンボジア側から、優先課題としては、裁判官を含む司法関係者の法
律の理解を深めさせることが重要と考えていること、そのための教官育成など、人

6　カンボジアの主体性とプロセスの重視については、松尾弘慶應義塾大学大学院法務研究科教授に賜った講義の中で強
調され、関係者間において実感と共にその重要性が改めて意識された。

7　カンボジア側との協議は、カンボジア側のニーズや問題意識の把握という意味では、当然ながら調査検討の一環でも
あり、前述した調査検討により明らかになった課題については、この協議の結果得られたものも多く含まれている。
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材育成支援のニーズが強いことが強調され、カリキュラムや教材の作成（改訂）の
支援も必要である旨が伝えられた。
　そのようなカンボジア側のニーズに沿いながらプロジェクトのアウトラインを作
成するという作業を進めていったのであるが、その中で、カンボジア側に対して、

「プロジェクト終了後の成果の持続可能性を担保するために、プロジェクト活動に
際しては、長期専門家が主導するのではなく、あくまでプロジェクト活動を主体的
に担うのはプロジェクト活動のために設置されるワーキンググループのメンバーで
あって、ＲＡＪＰの学生や現役裁判官を教育するのは、長期専門家ではなくカンボ
ジアの教官（及びその候補者）であり、長期専門家はそのサポートを行う」という
提案を折に触れて伝え、その認識を共有することに努めた。
　これは、前記のとおり、調査検討の過程で、カンボジアの主体性や活動のプロセ
スの重要性が幾度も指摘され、従前のカンボジアにおけるプロジェクト活動の課題
として、特にカンボジア側において期間内に目に見える成果を達成することが優先
される傾向があったことにより、カンボジア側のメンバーが主体的に成果物を作成
するのではなく、長期専門家が主導して進めざるを得ない状況が発生してきたこと
が認識されていたためである。

⑵�　協議の過程で、カンボジア側からは、ＲＳＪＰにおける裁判官教育だけではな
く、公証人、執行官、書記官養成校の教育改善支援に関しても要望があった。これ
については、調査検討の過程で、未だ裁判官の民事法の理解が十分とはいえない現
状において、プロジェクトにおける日本側の限られたリソース 8 に鑑みても、対象
を広げ過ぎれば効果的な活動が困難になることが予想され、優先するべきは裁判官
の能力向上であるというのが日本側の共通した認識であった。他方、ＲＳＪＰ以外
の養成校についての支援をカンボジア側が切に必要としていることは理解できる
し、ＲＳＪＰの教官が他の養成校においても教鞭を執っている場合もあり、ＲＳＪ
Ｐでの教育改善の成果を他の養成校にも波及させることが可能であり、かつそれが
望ましいと考えられた。そこで、カンボジア側に対しては、ＲＳＪＰの教育改善の
ための活動を経て、そのノウハウや仕組みを蓄積し、プロジェクト後半からＲＳＪ
Ｐ以外の養成校に共有してＲＡＪＰの組織全体に広げていくため、裁判官教育の支
援を優先するという日本側の提案を伝え、合意した 9。

⑶�　カンボジア側とのオンラインでの協議を重ねながら、２０２２年５月、現地にお
いて詳細計画策定調査を実施し、同年６月、“Record of Discussions” が署名・締結さ
れ、作成したＰＤＭ（Project Design Matrix）に基づくプロジェクトの実施の合意に
至った。この際、協議の過程で双方において認識を共有するために特に強調する
べき点については、“Main Points discussed” として書面化した。たとえば、ＲＳＪＰ

8　プロジェクトの計画・策定段階で、長期専門家は前フェーズから１名減員され、３名体制（裁判官出身者、検察官出
身者、業務調整）となることが見込まれていた。

9　カンボジアからの要請に対する採択通報は、２０２２年４月になされた。
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における専任教官の設置の重要性については、かねて度々協議し、双方でも認識を
共有していたことから、専任教官の設置と、プロジェクトのワーキンググループメ
ンバーに参加させることについて明記した。また、プロジェクト活動に際して、カ
ンボジア側のワーキンググループメンバーが主体的に進め、長期専門家はそれをサ
ポートする位置付けとなることについても明記した。合意文書にそのように明記し
ておくことで、プロジェクト開始後にも必要に応じて参照し、関係者と改めて認識
を共有することが可能となる。

⑷�　これまで述べたとおり、可能な限りカンボジア側との共通認識を醸成し、カンボ
ジアの主体性を尊重しながらプロジェクトのアウトラインを作成し、最終的にＰＤ
Ｍを作成していくことを目指したが、その過程には、様々な課題があったため、そ
れについて紹介したい。
　まず、ＪＩＣＡのプロジェクトにおいて運営管理のツールとして採用されている
ＰＣＭ手法では、関係者の分析、問題（課題）の所在・原因の分析、問題の解決手
段の分析などのプロセスを経て、ＰＤＭが作成されるところ、本来的には、この過
程についてはカウンターパート側との間で協議をして共同作業によって進めるのが
理想であるはずである。しかし、このＰＣＭ手法の考え方や、ＰＤＭの構造につい
ては容易に理解できるものではなく、少なくとも数日間の研修を経ない限り基本的
な理解に至ることはできないと思われ、プロジェクト開始前の段階でカウンター
パート側にそのような時間を取ってもらい十分に理解してもらうことは事実上不可
能であると感じた 10。そのため、カンボジア側との協議では、最低限、プロジェク
トのアウトライン（上位目標、プロジェクト目標、成果、活動）の方向性を共同し
て作成していくことを目指した。
　そのようにして、協議において最低限の方向性を共有することはできたものの、
カンボジア側の協議への参加者が非常に限られており、カンボジア側の関係者と広
く共有することは難しかった。プロジェクトのカウンターパートは司法省である
が、直接の支援対象はＲＡＪＰであり、重要なアクターは裁判官である教官たちで
あるため、本来はそれらの教官らにも毎回の協議に参加してもらい、プロジェクト
の方向性についてできるだけ詳細に認識を共有していくことが理想であったが、裁
判官の本業と教官業務で多忙を極める教官たちが毎回の協議に参加することは現実
的ではなかったと思われる。教官たちのニーズや問題意識については、ＩＣＤとＲ
ＡＪＰとの間で開催したセミナー等、法務総合研究所とＲＡＪＰとの間で締結した
ＭＯＣに基づく活動の機会を利用して調査した。計画・策定段階での協議に十分に
巻き込むことができなかった関係者については、プロジェクト開始後も引き続き、
広く対話の機会を持って認識を共有していくことが必要である。
　また、ＲＳＪＰ教育についての問題意識に関しては、カンボジア側からは「教官

10　新規プロジェクトでは、プロジェクトマネージャーが、前フェーズまで長年担当していた司法長官とは別の司法長
官に変更になった。
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の不足」や「教材の不足」、「教官の能力育成の必要性」などが強調されたが、それ
らが不足する原因は何なのか、裁判官らの能力について具体的にどの点に問題があ
るのか、どのような能力を有する教官を育成するべきなのかなどについて、深く掘
り下げて十分に議論するというところまでには至らなかった。前記のとおり、これ
までの調査検討を経て、日本側において課題の分析は一定程度できたものの、日本
側の見立てをそのままカンボジア側に押し付けるようなことは当然望ましくない。
むしろ、プロジェクトが終了した後を見据えて、将来的にＲＳＪＰ（ＲＡＪＰ）の
教育が持続的に改善される体制を強化するためには、現状の課題やその原因、その
解決手段の分析などについては、カンボジア側が自ら行っていくべきであり、その
ような組織的な能力を強化することも、プロジェクトの活動に組み込むべきである
と思われた。そのため、プロジェクトの初期段階では、問題やその解決手段の分析
等を行う調査フェーズを設けることを提案し、カンボジア側と合意した。

第３　新規プロジェクトの概要
１�　以上のとおり、調査検討、カンボジア側との協議等を経て、当プロジェクトが策定

された。プロジェクト期間は、２０２２年１１月１日から２０２７年１０月３１日ま
での５年間となっている。長期専門家は、現在、検察官出身者、裁判官出身者、業務
調整の３名体制である。当プロジェクトの概要は以下のとおりである。詳細について
は、別添のＰＤＭを参照いただきたい。

【上位目標】
　裁判官その他司法関係者の民事法に関する解釈・適用能力が向上する。

【プロジェクト目標】
　ＲＡＪＰにおける裁判官その他司法関係者のための民事法に関する解釈・適用能
力を向上するための教育を効果的に行う体制が強化される。

【成果】
１�）裁判官教育において民事法に関する解釈・適用能力の向上を図る上で効果的な

カリキュラムの作成又は改訂がなされる
２�）裁判官教育において民事法に関する解釈・適用能力の向上を図る上で効果的な

教材の作成又は改訂がなされる
３�）ＲＡＪＰの教官（専任教官、兼任教官、教官候補生を指す。以下同じ。）が効

果的なカリキュラム及び教材の作成等に参加することにより、これに関する教官
の教育能力（民事法に関する解釈・適用能力を含む）が向上するとともに、その
過程で得られた知見が組織的に蓄積・共有される

４�）裁判官その他司法関係者の民事法に関する解釈・適用能力の向上を図る上で効
果的な教育方法の研究・実践がなされる

５�）教官が効果的な教育方法の研究・実践に参加することにより、これに関する教
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官の教育能力（民事法に関する解釈・適用能力を含む）が向上するとともに、そ
の過程で得られた知見が組織的に蓄積・共有される

２�　前記第２の１⑸で述べたとおり、目に見える成果である成果物の完成自体だけでは
なく、それが作成されたプロセス自体が重視されるべきであるという観点から、教材
やカリキュラムの作成・改訂などだけではなく、そのプロセスを通じた能力向上や組
織における知見の蓄積・共有（すなわち体制強化）についても成果（成果３及び成果
５）としてＰＤＭ上に掲げることとなった。単に「成果の達成に至るプロセスを重視
する」というだけにとどまらず、そのプロセス自体を成果の一つとして掲げること
で、その重要性をより意識した活動が行えると考えたからである。
　成果１及び成果２のカリキュラムや教材の改訂に関する活動では、実務の現状や課
題を調査・分析し、それに基づく教育の在り方（到達目標）を検討した上、既存のカ
リキュラムや教材の改善点を抽出などする調査フェーズが設けられている。成果４の
教育方法の研究・実践に関する活動では、改訂・作成したカリキュラムや教材に基づ
き、授業計画を作成し、教育方法を研究・実践などすることが予定されている。

第４　新規プロジェクトの課題
１�　筆者を含む長期専門家は、当プロジェクトの “Record of Discussions” の合意後、前

フェーズである「民法・民事訴訟法運用改善プロジェクト」の実施中に、同プロジェ
クトの事業評価を実施した。その機会に考察した成果や教訓を踏まえ、当プロジェク
トの実施に当たって留意しておくべきと考えている課題について述べる。

２　カンボジアの主体性確保
　これまでも述べたとおり、短期間で目に見える成果を出すことが優先される傾向に
あることにより、カウンターパート側の主体性を十分に確保できないという問題が指
摘されることがある。前フェーズのプロジェクトにおいては、特に司法省側に目に見
える成果を優先する意識が強く、成果を達成するに当たり時間的制約が大きかったこ
とから、プロセスを重視した活動を進めることに難しさが生じていた。プロセスを重
視した活動は、プロジェクト終了後も持続可能な体制の構築に直結するものであり、
特に教育機関の支援を実施する当プロジェクトにとっては、極めて重要である。既に
述べたとおり、これまでも、その点をカンボジア側と共有するべく様々な工夫を行っ
てきたが、引き続き、関係者との認識共有を図り、活動を進めていきたい。

３　成果物の活用・普及
　前フェーズのプロジェクトでは、カンボジアの全国の裁判官を対象とし、実務上多
く見られる事件類型に関し、判決書等の書式例が作成された上、セミナーが数多く開
催された。成果物である書式例やセミナーの資料は、司法省のホームページで公開さ
れており、誰でも入手することが可能になっている。前フェーズのプロジェクトに限
らず、これまで、過去のプロジェクトでは、多くの教材や資料が作成されてきた。そ
のようなこれまでの成果物を活用し、適切に普及することが必要であり、その仕組み
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作りも含めて進めていくべきであると考えている。
４　効果的かつ効率的な成果の評価

　ＪＩＣＡの現在の運用では、プロジェクト終了時の事業評価については、通常のプ
ロジェクト活動と並行しながら、プロジェクト終盤に専門家とカウンターパートとで
実施することが想定されており、より効果的かつ効率的な方法で実施することが必要
であると考える。プロジェクトの評価は、プロジェクト終了時の事業評価のみに限ら
れるものではないが、ここでは、事業評価を念頭に置いて、筆者の私見を述べたい。
　法制度整備支援プロジェクトの性質上、その成果を定量的に評価することができる
場面は少なく、定性的な評価が主となる（特に本プロジェクトは、教官らの能力向上
を成果の一つとして掲げているところ、その能力はペーパーテストで単純に測ること
ができる性質のものではない。）。
　定性的な評価は、関係者のヒアリング・アンケート調査結果や、ワーキンググルー
プ会合の議事録の内容等に照らして実施する場面が多いところ、プロジェクト終盤に
なってから、専門家が、過去に担当した専門家も含め広くヒアリングやアンケート調
査を実施し、膨大な量の過去の議事録を参照するなどして情報を収集・分析すること
は非常に効率が悪い。
　そのため、プロジェクトの終盤で効果的かつ効率的に評価を実施するためには、プ
ロジェクトの全般にわたって、評価のための材料を収集しておく必要がある。例え
ば、セミナー等を実施した際には、その都度アンケートを実施して結果を記録として
残しておくことや、関係者から聴取した事項を記録に残しておくことが考えられる。
関係者からのインタビューの機会をあえて設けずとも、日々の活動の中で関係者から
聞いたコメントや、日々の活動を振り返り、成果に対する所感のようなもの（ワーキ
ンググループメンバーの能力向上を実感したことなど）を記録しておくことも考えら
れるだろう 11。このような記録を引き継いでおくことで、終了時の事業評価を実施す
る専門家の主観のみに偏ることもなく、より効果的かつ効率的に評価をすることが可
能になると考える。
　筆者が長期専門家として活動する中で、しばしば感じるのは、法制度整備支援の成
果に対する理解を得ることの難しさである。その成果が見えづらいことによって、目
に見える成果ばかりを重視する傾向が強まり、本来は目に見える成果と同等に、ある
いはそれ以上に重視するべきはずの、目に見えない（見えづらい）成果に光が当たり
づらくなってしまうのではないだろうか。そうであれば、その目に見えない成果を少
しでも可視化するべく、評価の在り方を工夫していくべきであると思う。

第５　おわりに
　以上のような計画・策定段階を経て、当プロジェクトは、２０２２年１１月１日に開

11　これらの評価方法については、２０２０年度にＩＣＤが主催した法制度整備支援の評価・指標に関する研究会にお
いて講義をしてくださった先生方から多くの示唆をいただいた。
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始し、同年１２月１５日には、ローンチングセレモニーを開催した。同セレモニーに
は、カンボジア側からはカウト・ルット司法大臣、日本側からは、在カンボジア日本大
使館三上正裕大使（当時）をはじめ、ＪＩＣＡカンボジア事務所亀井温子所長、法務省
法務総合研究所総務企画部川淵武彦副部長らに出席いただいた。カウト・ルット大臣か
らは、日本による長年の法制度整備支援について謝意が述べられるとともに、当プロ
ジェクトによる人材育成等に対する期待が述べられた。セレモニーでは、大臣からの直
接の要望を受けて、長期専門家から、プロジェクトの概要のほかに、日本の法曹養成制
度についてもプレゼンを行うなどし、大臣が当プロジェクトに対して強くコミットし、
意欲的な姿勢であることが感じられた。
　当プロジェクトでは、計画・策定段階から現在に至るまで、数多くの方にご協力・ご
支援をいただいてきた。この場をお借りし、心よりの感謝をお伝えするとともに、引き
続きの温かいご支援をお願い申し上げたい。
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標
に

活
動

1-
2

に
基

づ
く

調
査

・
検

証
結

果
が

反
映

さ
れ

る
1-

2 
継

続
教

育
の

到
達

目
標

に
活

動
1-

2
に

基
づ

く
調

査
・

検
証

結
果

が
反

映
さ

れ
る

1-
3 

RA
JP

に
お

い
て

、
活

動
1-

2
に

基
づ

く
調

査
検

証
及

び
RA

JP
に

お
け

る
新

規
教

育
及

び
継

続
教

育
の

到
達

目
標

を
踏

ま
え

た
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
が

作
成

等
又

は
改

訂
が

な
さ

れ
る

・
W

G
活

動
記

録
・

�カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
評

価
（

教
官

の
自

己
評

価
、

学
生

か
ら

の
評

価
、

第
三

者
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
）

・
�講

義
記

録
、

教
官

及
び

教
官

候
補

生
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ

2. 
裁

判
官

教
育

に
お

い
て

民
事

法
に

関
す

る
解

釈
・

適
用

能
力

の
向

上
を

図
る

上
で

効
果

的
な

教
材

の
作

成
又

は
改

訂
が

な
さ

れ
る

2-
1 

教
官

及
び

教
官

候
補

生
が

作
成

等
し

た
教

材
数

2-
2 

活
動

2-
2

に
基

づ
く

調
査

の
結

果
が

教
材

に
反

映
さ

れ
る

2-
3 

教
材

の
内

容
に

、
W

G
に

お
い

て
議

論
さ

れ
た

民
事

法
に

関
す

る
解

釈
・

適
用

に
つ

い
て

の
法

理
論

及
び

公
開

さ
れ

て
い

る
判

決
の

検
討

結
果

が
反

映
さ

れ
る

・
作

成
し

た
教

材
・

�当
該

教
材

の
評

価
（

教
官

の
自

己
評

価
、

学
生

か
ら

の
評

価
、

第
三

者
か

ら
の

ヒ
ア

リ
ン

グ
）

・
講

義
記

録
・

公
開

さ
れ

た
教

材
に

関
す

る
情

報
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3. 
RA

JP
の

教
官

（
専

任
教

官
、

兼
任

教
官

、
教

官
候

補
生

を
指

す
。

以
下

同
じ

。）
が

効
果

的
な

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

及
び

教
材

の
作

成
等

に
参

加
す

る
こ

と
に

よ
り

、
こ

れ
に

関
す

る
教

官
の

教
育

能
力

（
民

事
法

に
関

す
る

解
釈

・
適

用
能

力
を

含
む

）
が

向
上

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
過

程
で

得
ら

れ
た

知
見

が
組

織
的

に
蓄

積
・

共
有

さ
れ

る

3-
1 

W
G

の
開

催
数

及
び

検
討

内
容

3-
2 

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

及
び

教
材

の
検

討
の

た
め

の
教

官
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
の

開
催

数
及

び
検

討
内

容
3-

3 
RS

JP
以

外
の

各
養

成
校

へ
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

等
及

び
教

材
の

配
布

及
び

応
用

状
況

3-
4 

資
料

に
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
及

び
教

材
の

作
成

・
改

訂
の

過
程

が
記

載
さ

れ
る

3-
5 

W
G

メ
ン

バ
ー

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
及

び
教

材
へ

の
理

解
度

・
教

官
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
記

録
・

W
G

活
動

記
録

・
各

養
成

校
へ

の
配

布
資

料
・

各
養

成
校

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

4. 
裁

判
官

そ
の

他
司

法
関

係
者

の
民

事
法

に
関

す
る

解
釈

・
適

用
能

力
の

向
上

を
図

る
上

で
効

果
的

な
教

育
方

法
の

研
究

・
実

践
が

な
さ

れ
る

4-
1 

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

等
の

内
容

を
踏

ま
え

た
授

業
計

画
モ

デ
ル

が
作

成
さ

れ
、

RA
JP

に
お

い
て

効
果

的
に

利
用

さ
れ

る
。

4-
2 

開
発

さ
れ

た
授

業
計

画
モ

デ
ル

の
実

践
度

4-
3 

授
業

計
画

モ
デ

ル
の

検
証

及
び

改
善

状
況

・
授

業
計

画
モ

デ
ル

・
W

G
活

動
記

録

5. 
教

官
が

効
果

的
な

教
育

方
法

の
研

究
・

実
践

に
参

加
す

る
こ

と
に

よ
り

、
こ

れ
に

関
す

る
教

官
の

教
育

能
力

（
民

事
法

に
関

す
る

解
釈

・
適

用
能

力
を

含
む

）
が

向
上

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
過

程
で

得
ら

れ
た

知
見

が
組

織
的

に
蓄

積
・

共
有

さ
れ

る

5-
1 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
関

与
し

た
法

律
家

等
に

よ
る

論
文

発
表

状
況

5-
2 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
関

与
し

た
法

律
家

等
に

よ
る

研
究

会
、

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

の
開

催
状

況
5-

3 
活

動
5-

1
の

経
過

及
び

結
果

を
取

り
ま

と
め

た
資

料
等

の
情

報
及

び
活

動
4

に
お

い
て

検
討

さ
れ

た
教

育
方

法
に

関
す

る
情

報
の

RS
JP

以
外

の
各

養
成

校
へ

の
共

有
・

普
及

状
況

・
教

官
作

成
の

論
文

・
研

究
会

、
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
の

記
録

・
各

養
成

校
へ

の
配

布
資

料
・

各
養

成
校

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー
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＜
活

動
＞

＜
投

入
＞

外
部

条
件

【
成

果
１

】
＜

日
本

＞
＜

カ
ン

ボ
ジ

ア
＞

1-
1　

教
官

等
を

メ
ン

バ
ー

に
含

む
W

G
を

設
置

す
る

。
必

要
に

応
じ

、
学

識
経

験
者

等
を

W
G

に
参

加
さ

せ
る

1-
2　

W
G

が
、

民
事

法
に

関
す

る
新

規
教

育
（

特
に

裁
判

官
の

養
成

を
目

的
と

す
る

も
の

）
の

既
存

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

内
容

（
試

験
、

評
価

制
度

を
含

む
。

以
下

同
じ

。）
並

び
に

民
事

司
法

の
実

務
の

現
状

及
び

課
題

等
を

調
査

・
検

証
す

る
1-

3-
1　

（
新

規
教

育
）

　
1-

2
記

載
の

調
査

・
検

証
結

果
に

基
づ

き
、

1-
2

記
載

の
新

規
教

育
の

到
達

目
標

を
検

討
す

る
1-

3-
2　

W
G

が
、

1-
2

及
び

1-
3-

1
の

検
討

に
基

づ
き

、
当

該
新

規
教

育
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
改

善
点

を
抽

出
す

る
1-

3-
3　

W
G

が
、

1-
3-

2
の

改
善

点
に

基
づ

き
、

当
該

新
規

教
育

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

改
訂

す
る

　
1-

4-
1（

継
続

教
育

）
　

W
G

が
、

1-
2

の
調

査
・

検
証

に
基

づ
き

、
裁

判
官

に
対

す
る

継
続

教
育

の
到

達
目

標
を

検
討

す
る

1-
4-

2　
W

G
が

、
1-

4-
1

の
検

討
に

基
づ

き
、

当
該

継
続

教
育

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

作
成

す
る

＜
長

期
専

門
家

＞
＜

短
期

専
門

家
＞

＜
本

邦
研

修
＞

＜
現

地
業

務
費

＞
＜

ア
ド

バ
イ

ザ
リ

ー
グ

ル
ー

プ
＞

（
必

要
に

応
じ

て
）

＜
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
＞

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
責

任
者

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

･
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
・

W
G

メ
ン

バ
ー

＜
施

設
・

機
材

＞
・

�プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

用
オ

フ
ィ

ス（
司

法
省

内
）（

RA
JP

内
）

・
�ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

／
セ

ミ
ナ

ー
開

催
の

た
め

の
場

所

＜
ロ

ー
カ

ル
･

コ
ス

ト
＞

・
カ

ン
ボ

ジ
ア

職
員

の
給

与
・

�供
与

機
材

に
関

す
る

税
関

手
続

費
用

、
国

内
移

動
費

、
保

管
費

用
、

設
置

費
用

・
施

設
・

資
機

材
維

持
管

理
費

用
・

セ
ミ

ナ
ー

の
た

め
の

そ
の

他
の

費
用

・
�プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

係
者

の
人

事
配

置
に

つ
い

て
大

き
な

変
更

が
な

さ
れ

な
い

・
�W

G
メ

ン
バ

ー
が

活
動

に
参

加
す

る
た

め
に

業
務

量
が

適
切

に
調

整
さ

れ
る

【
成

果
２

】
2-

1　
教

官
等

を
メ

ン
バ

ー
に

含
む

W
G

を
設

置
す

る
。

必
要

に
応

じ
、

学
識

経
験

者
等

を
W

G
に

参
加

さ
せ

る
2-

2　
W

G
が

、
民

事
法

に
関

す
る

既
存

の
教

材
の

内
容

等
を

調
査

・
検

証
し

、
新

た
に

作
成

等
が

必
要

と
な

る
教

材
を

決
定

す
る

2-
3　

W
G

が
、

教
材

の
作

成
等

に
関

す
る

計
画

を
策

定
す

る
2-

4　
W

G
が

、
2-

3
の

計
画

に
基

づ
き

、
法

理
論

を
基

礎
と

し
て

、
公

開
さ

れ
て

い
る

判
決

等
の

実
務

の
運

用
を

踏
ま

え
、

民
事

法
に

関
す

る
解

釈
・

適
用

の
在

り
方

、
方

法
等

を
検

討
す

る
2-

5　
W

G
が

、
2-

4
の

検
討

に
基

づ
き

、
教

材
の

作
成

等
を

行
う

2-
6　

司
法

省
又

は
RA

JP
が

、
2-

5
で

作
成

等
さ

れ
た

教
材

等
を

公
開

す
る 【
成

果
３

】
3-

1　
W

G
が

、
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
等

作
成

の
経

過
及

び
結

果
を

取
り

ま
と

め
て

資
料

化
す

る
3-

2　
W

G
が

、
3-

1
で

作
成

し
た

資
料

を
RA

JP
の

教
官

に
配

布
し

、
RS

JP
以

外
の

各
養

成
校

の
教

育
へ

の
活

用
を

検
討

す
る
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【
成

果
４

】
4-

1　
W

G
が

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
作

成
等

を
し

た
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
等

に
基

づ
き

、
授

業
計

画
モ

デ
ル

を
作

成
し

、
効

果
的

な
教

育
方

法
を

研
究

す
る 4-

2　
W

G
が

、
4-

1
の

研
究

の
結

果
に

基
づ

き
、

教
育

方
法

を
実

践
す

る
4-

3　
W

G
が

、
4-

2
の

実
践

を
検

証
し

、
改

善
点

を
抽

出
す

る
4-

4　
W

G
が

、
抽

出
し

た
改

善
点

を
教

育
方

法
の

研
究

の
結

果
に

反
映

す
る 4-

5　
効

果
的

な
教

育
方

法
の

研
究

・
実

践
へ

の
反

映
を

念
頭

に
民

事
司

法
実

務
の

改
善

に
資

す
る

活
動

（
調

停
人

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

な
ど

A
D

R
に

関
す

る
研

修
、

ジ
ェ

ン
ダ

ー
平

等
に

関
す

る
活

動
等

）
を

行
う

【
成

果
５

】
前

提
条

件
5-

1　
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

け
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

等
の

作
成

や
教

育
方

法
の

研
究

・
実

践
に

お
い

て
得

ら
れ

た
知

見
に

つ
い

て
、

W
Gの

企
画

に
よ

り
、

研
究

会
、

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

又
は

論
文

発
表

等
を

通
じ

て
検

討
を

深
め

る 5-
2　

 
W

Gが
、

成
果

4に
関

連
し

た
活

動
と

5-
1の

活
動

の
経

緯
及

び
結

果
を

取
り

ま
と

め
て

資
料

化
す

る
5-

3　
W

Gが
、

5-
2で

作
成

し
た

資
料

を
RA

JP
の

教
官

に
配

布
し

、
RS

JP
以

外
の

各
養

成
校

の
教

育
へ

の
活

用
を

検
討

す
る

・
�能

力
の

高
い

専
任

教
官

が
確

保
さ

れ
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
ま

で
継

続
し

て
雇

用
さ

れ
る

・
�能

力
の

高
い

兼
任

教
官

（
教

官
候

補
者

を
含

む
）

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

ま
で

継
続

し
て

雇
用

さ
れ

る
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